
◆日本の年金制度は３階建て
現在の年金制度は１・２階は公的年金で老後生活の基

本を支え、３階の企業年金、個人年金と合わせて、多様
な希望、ニーズに対応しています。企業年金、個人年金
の種類や税制の優遇措置について多岐に分かれています。

1．企業年金と個人年金
企業が従業員のために実施する「企業年金」は退職金

の分割とも言える外部積み立ての退職給付制度として発
展してきました。一方、個人が自ら加入する「個人年
金」は公的年金に加えて老後の所得を確保、補填したい
人の自助努力を支援する制度です。
2023年の常用労働者30人以上の企業の調査で退職年

金制度がある23.2％、退職一時金のみは51.7％、退職給
付制度がないは24.8％でした。
税法上の優遇制度があり、拠出時と運用時は原則非課

税です。年金として受給する場合は「公的年金にかかる
雑所得」として「公的年金等控除」を差し引いた額が所
得税・住民税の課税対象です。一時金として受給する場
合は「退職手当等」に該当し、勤続年数に応じた「退職
所得控除」を差し引いた額の２分の１が課税対象です。

2.「確定給付型と」「確定拠出型」
企業年金・個人年金のうち「確定給付型」は加入期間

などに基づいてあらかじめ給付の算定方法が決まってい
ます。加入者が高齢期の生活設計を立てやすい反面、運
用状況の悪化などで資産の積み立て不足が発生する場合
があり、その時は事業主が掛金を拠出して不足分を埋め
る必要があります。
「確定拠出型」はあらかじめ定められた拠出額とその

運用収益との合計額を基に個人別に年金給付をします。
加入者個々人が運用方法を選択し、運用結果は個人に帰
着し、額が決定されます。

3．確定給付型年金
確定給付型企業年金（DB）は適格退職年金や厚生年金

基金を承継した給付建ての企業年金制度として2001年
創設されました。事業主が掛金を拠出し事業主掛金は全
額非課税ですが、加入者掛金は民間の個人年金と同じ扱
いで他の生命保険料と合算して年４万円を上限に生命保
険料控除となります。
また、厚生年金基金は厚生年金の一部を代行していま

したが、多くは他の制度へ移行が進んでいます。
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いつもお世話になっております。

春の陽気が待ち遠しい今日この頃、いかがお過ごしですか。
それでは、今月の事務所だよりをお届けします。



2025年3月の税務

3月10日
●2月分源泉所得税・住民税の特別徴収税額の納付

3月17日
●前年分贈与税の申告
（申告期間:2月3日から3月17日まで）
●前年分所得税の確定申告
（申告期間:2月17日から3月17日まで）
●所得税確定損失申告書の提出
●前年分所得税の総収入金額報告書の提出
●確定申告税額の延納の届出書の提出
（延納期限:6月2日）
●個人の青色申告の承認申請（1月16日以後新規業務開
始の場合は、その業務開始日から2ヶ月以内）
●個人の道府県民税・市町村民税・事業税（事業所
税）の申告

3月31日
●個人事業者の前年分の消費税・地方消費税の確定申
告
●1月決算法人の確定申告＜法人税・消費税・地方消費
税・法人事業税・（法人事業所税）・法人住民税＞
●1月、4月、7月、10月決算法人及び個人事業者（前
年12月分）の3月ごとの期間短縮に係る確定申告＜消費
税・地方消費税＞
●法人・個人事業者（前年12月分及び当年1月分）の1
月ごとの期間短縮に係る確定申告＜消費税・地方消費
税＞
●7月決算法人の中間申告＜法人税・消費税・地方消費
税・法人事業税・法人住民税＞（半期分）
●消費税の年税額が400万円超の4月、7月、10月決算
法人の3月ごとの中間申告＜消費税・地方消費税＞
●消費税の年税額が4,800万円超の12月、1月決算法人
を除く法人の1月ごとの中間申告（11月決算法人は2ヶ
月分）＜消費税・地方消費税＞

確定拠出年金（DC） 企業型と個人型

◆2001年に確定拠出年金法が創設
確定拠出年金（DC）は拠出建ての年金制度です。DCは拠出された掛金が個々の加入者の持ち分として明確化され、

加入者が自らの選択によって自己責任で運用し、その運用の結果得られた資産額がそのまま給付額となる制度です。加
入者は投資信託等通常の貯蓄商品から自由に選択して運用します。中途引き出しの原則禁止等、資産が老後所得保障と
なるための要件を課すことで税制上の優遇措置が認められています。
企業型DCは、事業主が実施する企業年金であり、事業主が掛金を拠出します。規約の定めがあるときは、加入者も

事業主掛金を超えない範囲で、拠出することが可能です（マッチング拠出）。
企業型DCの拠出限度額は、月額5万5千円です。DCの事業主掛金も、企業が法人税で損金算入（個人事業主は必要経

費）の対象となり、非課税です。
個人型DC（iDeCo）は国民年金基金連合会が金融機関に業務を委託して実施し、個人単位で加入する制度でイデコ

（iDeCo）と呼ばれます。掛金は加入者が拠出します。ただし中小事業主掛金納付制度（ideCoプラス）により、企業
年金を実施していない中小企業事業主が、個人型DCに加入する従業員の掛金に上乗せして掛金を拠出することも可能
です。
拠出限度額は、国民年金第1号被保険者は月額6万8千円。企業年金がない第２号被保険者と第３号被保険者は月額2

万3千円です。企業年金がある第２号被保険者は月額2万円です。

◆資産運用で老後に備え推進
令和7年度税制改正大綱で、iDeCoの掛金限度額を引き上げることとなりました。企業に勤める人がiDeCoと企業型

DCを併用した場合の限度額を引き上げ、従来はiDeCoと企業型DCを併用すると掛金合計限度額は月5万5千円ですが、
これを７千円引き上げて月6万2千円となります。企業型DCがない企業はiDeCoの上限月2万3千円から月6万2千円に引

き上げられます。自営業やフリーランスは国民年金基金との合計額が月７万5千円と7千円引き上げられます。



◆基礎控除と給与所得控除は10万円引上げ
物価上昇局面の税負担調整、就業調整への対応措置として基礎控除は合計所得金額2,350万円以下の控除額を10万円

引き上げて58万円に、給与所得控除は55万円の最低保障額を65万円に引き上げ、給与収入123万円まで課税されなく
なります。令和７年分以後の所得税に適用されます。

◆大学生年代の親族の扶養控除枠を拡大
大学生アルバイトの就業調整に対応して19歳以上23歳未満の子等で合計所得金額123万円以下、控除対象扶養親族

に該当しないものを有する場合、給与収入150万円までは63万円を控除し、さらに給与収入が増えると段階的に控除
額を削減する特定親族特別控除（仮称）が、令和７年分以後の所得税に適用されます。

◆扶養控除、同一生計配偶者の要件も引上げ
基礎控除の引上げに伴い、人的控除が見直されます。扶養親族、同一生計配偶者の合計所得金額の要件は58万円以

下となり、現行48万円から10万円引き上げられます。
個人住民税も給与所得控除の見直し、特定親族特別控除（仮称）の創設、扶養親族、同一生計配偶者の合計所得金額

の要件等を改正し、令和８年分から適用されます。

◆iDeCoの拠出限度額を引上げ
iDeCoは加入年齢を70歳未満に引き上げ、拠出限度額は自営業者等は月額7.5万円（現行:月額6.8万円）、企業年

金加入者は月額6.2万円から確定給付企業年金の掛金額及び企業型確定拠出年金の掛金額を控除した額（現行:月額
2.0万円）、企業年金未加入者は月額6.2万円（現行:月額2.3万円）に引き上げ、全額所得控除されます。

◆子育て世帯への支援措置を1年継続・拡充
①住宅ローン控除
住宅ローン借入限度額の上乗せ措置（認定住宅5,000万円、ＺＥＨ水準省エネ住宅4,500万円、省エネ基準適合住宅

4,000万円）、および床面積要件の緩和措置（合計所得金額1,000万円以下、40㎡以上）は令和７年限り適用されます。
②住宅リフォーム税制（継続）
工事費用相当額（上限250万円）の10％相当額を所得税額から控除する措置が令和７年限り適用されます。

③生命保険料控除（拡充）
新生命保険料に係る一般生命保険料控除は、23歳未満の扶養親族のある場合、令和８年分の適用限度額を６万円

（現行４万円）に引き上げます（合計適用限度額12万円）。

令和７年度税制改正大綱 個人所得課税編


